
産地生産基盤パワーアップ事業の取組事例（30年度：計画作成主体：燕市農業再生協議会）（新潟県）

ポイント

取組成果

【事業実施による直接効果】

① 業務用米の取組による
収量増加

② 収量増加による水稲生
産コスト節減効果

③ 機械の能力増加による
品質の安定化

【事業実施による間接効果】

① 作付面積の拡大が可能
となり、地域の担い手と
しての農地集積が増進

推進体制

【産地の課題及び取組方向】

圃場整備等による担い手への農地集積と併せて、業務用米等の需要が高まって
きている。しかし、業務用米等の多収性品種は反収が高いため、現在法人が所有
する農業機械を使用し、刈り取りを行った場合、収穫期間が延びることにより、
荷受量の大幅な増加や荷受期間の延長が見込まれる。このため、コシヒカリを中
心とした従来の乾燥調製施設では乾燥能力が不足し、適期収穫及び乾燥調製がで
きず、品質低下を招く恐れがあった。

地域における独自の取組

〈主な取組〉

【産地の体質強化に向けた方策】
①業務用米等の作付けに対応出来るための乾燥機及び籾摺り機の導入
②機械の能力増強によって可能となる収量・品質の安定化
③適期刈り取りや収量増加による水稲生産コストの低減と農業所得の確保

取組の概要

Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1

目標値
10,298円/10a
△12.10％

（基準年）コスト削減実績値

対象品目 ：水稲（産地面積57.9㏊）
主な取組主体：農事組合法人

あぐりマイスター長所
成果目標 ：生産コストの10％以上削減

基準値(H29年度) 11,716円/60kg
目標(R2年度)   10,298円/60kg

導入施設等 ：乾燥調製機械整備
遠赤外線式乾燥機、乾燥機付
属部品、籾摺機

新潟県
燕市
長所地区

・ 業務用多収性品種の種子代助成（市単）
・ 業務用多収性品種の展示ほ設置及び研修会開催

11,716円/60kg

△18.78％
9,516円/60kg

生産コストが
19.45％削減
（達成率161％）

燕市農業再生協議会
①計画の策定・管理
②取組計画への助言

取組主体（法人）
①取組計画の作成
②取組実施 等

・三条地域振興局（県）
・燕市
・越後中央農業協同組合

情報共有

・協議会と取組主体（農業者）
との情報共有（取組状況等）

・行政機関（県、市）及び農協
によるサポート体制

指導・助言

10,428円/60kg

△10.99％
△19.45％
9,437円/60kg

Ｒ2







産地生産基盤パワーアップ事業の取組事例（H31年度：計画作成主体：十日町市農業再生協議会） （新潟県）

対象品目 ：えだまめ（産地面積70㏊）
主な取組主体：苗場高原生産組合
成果目標 ：販売額の10％以上の増加

基準（H30年度） 96千円/10a
目標（R3年度） 107千円/10a

導入施設等 ：整備事業（集出荷貯蔵施設（プレ
ハブ型冷蔵庫））
生産支援事業（機械リース

（乗用管理機 1台、中耕除草機 1台、
乗用枝豆収穫機 1台等））

ポイント

取組成果

【事業実施による直接効果】
①機械化一貫体系により適期の管理作業
が可能になり収量向上
②1日あたりの出荷可能量が増え、えだま
め需要のピーク時でも必要量に合わせて
柔軟に対応が可能

【事業実施による間接効果】
①えだまめの高位均質化により、販売単価
が増加
②出荷量の増量により新たな販売ルートを
開拓し、経営体質を強化

産地体制

【産地の課題及び取組方向】

茶豆系品種へのこだわりや良食味が評価され、年々需要量が拡大しているが、
急速な面積拡大に伴いほ場管理対応が遅れ、収量、品質の低下を招いている。
今後も需要が増えることが見込まれており、産地の生産基盤の強化が急務である。
このようなことから、現状以上に作付面積の拡大、高位均質化を図ることによ

り販売額の増加を目指す。

地域における独自の取組

・平成29年にJGAP第三者認証を取得
・GAPの農業管理手法を活用して適期作業を管理
・県・市単独事業により助成（20百万円）

〈主な取組〉

集出荷貯蔵施設の整備
・集出荷施設の処理能力向上により
出荷量の増

機械リースの整備
・中耕除草機による高位均質化
・乗用枝豆収穫機による作付規模に
応じた収穫作業実施

・栽培技術、鮮度保持技術指導

新潟県
十日町市
津南町（全域）

【産地の体質強化に向けた方策】
①作付面積拡大に伴う収穫量増加に対応するためにプレハブ型冷蔵庫の導入
②除草作業の徹底により雑草発生防止、倒伏防止により単位面積あたりの収量増加を
図るために中耕除草機の導入
③作付規模拡大に応じた適期の収穫作業に対応するために乗用枝豆収穫機の導入

55.3

515.1

販売額が55.3％
増加

（達成率515.1％）

取組の概要

107千円/10a96千円/10a

Ｈ30 R3Ｈ31 R2

134千円/10a

150千円/10a

苗場高原生産組合

十日町地域振興局 指導・助言・支援

実
需
者

需要に応じた供給

目標値
107千円/10a

（基準年） （目標年）
実績値（販売額）

・補助事業推進、規模拡大支援

十日町市

（R2実績）















産地生産基盤パワーアップ事業の取組事例（R1年度：計画作成主体：柏崎市地域農業再生協議会） （新潟県）

対象品目 ：枝豆（産地面積32.85㏊）
主な取組主体：柏崎農業協同組合
成果目標 ：契約栽培の10%以上の増加かつ50%

以上
基準（R1年度） 22.5%
目標（R3年度） 73.5%

導入施設等 ：整備事業（枝豆出荷調製施設）

ポイント

取組成果

【事業実施による直接効果】
①共同出荷調製によるコスト節減効果
②出荷物の均質化と品質向上効果

【事業実施による間接効果】
①産地のロット拡大による有利販売
②経営規模の拡大による生産者の収益向上

産地体制

【産地の課題及び取組方向】

管内では、園芸重点品目の一つとして枝豆の生産拡大を図っているが、適期収
穫・出荷には、個人保有の機械能力や労働力で限界がある中で、産地の拡大が課
題となっていた。
このため、枝豆の出荷調整作業の一部を受託していた柏崎農業協同組合におい

て、拠点となる出荷調製施設を整備することで生産者の適期収穫作業を可能とし、
品質や収量向上、量販店への長期出荷を目指す。

地域における独自の取組

・園芸拡大・導入マニュアルの作成
・定期的な栽培指導会等の実施
・県・市事業で収穫機等機械導入を支援

〈主な取組〉

出荷調製施設の整備

・品質の高位平準化
・長期出荷の実現
・有利販売体制の構築・販路開拓

・水稲からの経営転換
・多様な品種構成

・モデル農家の育成
・技術指導

新潟県
ＪＡ柏崎
柏崎市
刈羽村
長岡市

【産地の体質強化に向けた方策】
出荷調製施設を整備し以下の項目について向上を図る
①生産者の適期収穫作業と品質向上
②生産面積の拡大
③品質安定による有利販売体制の実現や新たな販路開拓

栽培農家

契約栽培の割合70.9%増加
（達成率138.8％）
※ R2年度実績

取組の概要

73.5%

22.5%

Ｈ30 R3R2

93.4%

柏崎農業協同組合

ＪＡ・普及センター等
指導・助言

適期出荷

実需者等

需要のニーズに
応じた供給

目標値
73.5%

（基準年） （目標年）

実績値（契約栽培の割合）

選別作業の様子

独自ブランドの早生茶豆
「越後はちこく茶豆」

R１

89.9%



新潟県
上越市
岡沢地区

産地生産基盤パワーアップ事業の取組事例（1～3年度：計画作成主体：上越市農業再生協議会） （新潟県）

対象品目 ：水稲（産地面積114.4㏊）
主な取組主体：農事組合法人１社、農業者１名
成果目標 ：農産物輸出の取組

基準（H30年度） ０トン
目標（R4 年度）２０トン

導入施設等 ：生産支援事業（機械リース）
（フレコンスケール、トラクター、
（ロータリー、ハロー）コンバイン、
ドローン、田植機各１機）

ポイント

取組成果

【事業実施による直接効果】
①リース支援による初期投資の節減効果
②農作業の省力化、効率化による生産性
の向上
③新たな販売先として、輸出用米の取組が
開始

【事業実施による間接効果】

・業務用米等の多収品種が導入されるこ
とで、需要に応じた生産につながり、産
地の競争力が確保。

産地体制

地域における独自の取組

・中山間地での管理作業の省力化に向けたマルチロー
ター及びラジコン草刈り機の実演

〈主な取組〉

輸出向けの年間出荷量
20ｔ増加

（達成率100％）

取組の概要

目標値
20トン

取組無し

Ｈ30 R4R1
（実績）（基準年） （目標値）

３トン

上越市
農業再生協議会

①計画の策定・管理
②取組計画への助言

取組主体（農業者）

①取組計画の作成
②取組実施 等

・上越地域振興局（県）
・上越市
・えちご上越農業
協同組合

情報共有

・協議会と取組主体（農業
者）との情報共有（取組状
況等）

・行政機関（県、市）及び農
協によるサポート体制

指導・助言

【産地の課題及び取組方向】

上越市の中山間地に位置する当産地は大規模の担い手農業者と集落の農業維持
及び収益増加を目指し設立した農事組合法人を中心に耕作が行われている。
産地の農業維持及び収益増加のため、農地の集積による経営規模拡大とあわせ、

生産面では、効率的な機械・施設の利用をすすめ、販売面では輸出用米も含めた
多様な米生産に取組み、生産販売の安定化を図り収益性を向上させる。

【産地の体質強化に向けた方策】

ドローン活用等スマート農業関連技術及び高性能機械整備による生産性向上と、
に必要な機械等のリース導入支援

R2
（実績）

20トン



新潟県
上越市
高野地区

産地生産基盤パワーアップ事業の取組事例（R2年度：計画作成主体：上越市農業再生協議会） （新潟県）

対象品目 ：水稲（産地面積55㏊）
主な取組主体：農事組合法人１社
成果目標 ：農産物輸出の取組

基準（H29年度） ０トン
目標（R4 年度）１６トン

導入施設等 ：生産支援事業（機械リース）
（トラクター直進機能アタッチメント１セ
ット、レーザー光線発受信装置２セット、
完全自動操縦ドローン２機）

ポイント

取組成果

【事業実施による直接効果】
①リース支援による初期投資の節減効果
②農作業の省力化、効率化による生産性
の向上
③輸出用米に取組むことで、販路拡大

産地体制

地域における独自の取組

・「スマート農業技術開発・実証プロジェクト」に「上越市
スマート農業プロジェクト委員会」設立し、関係機関・団
体等で参画し、総合的に推進している。

〈主な取組〉

輸出向けの
米の出荷を開始
1.2トン(達成率7.4%)

取組の概要

目標値
16.32トン

取組無し

Ｈ29 R4
（基準年） （目標値）

上越市農業再生協議会
①計画の策定・管理
②取組計画への助言

・上越市スマート農業
プロジェクト委員会

【構成員】
上越市、えちご上越農
業協同組合、メーカー、
新潟県、農研機構 等

情報共有
・連携

・取組主体も委員会の構成員と
してスマート農業の実証に参画

※平成30年度、令和元年度はほ場整備の工事期間中のため
開始前の平成29年度を現状値とした

【産地の課題及び取組方向】

上越市の平場地域に位置する当産地は、大区画化のほ場整備が進展中であり、
ほ場整備に伴う、生産コスト削減による収益性向上で持続的農業を確立すること
が必要である。
効率的な作業環境の整備、収益の確保に向け、スマート農業機械等の活用、多

様な品種及び栽培方式実践で生産コストの削減を図るとともに、輸出用米にも取
り組むことで、経営の安定性を確保していく必要がある。

【産地の体質強化に向けた方策】

大区画ほ場に対応した、ドローン活用等スマート農業関連技術の導入による作
業時間の縮減と作業精度・生産性向上に必要な機械等のリース導入支援

取組主体（農業者）

①取組計画の作成
②取組実施 等

R2

（実績値）

1.2トン



産地生産基盤パワーアップ事業の取組事例（１～３年度：計画作成主体： ） （新潟県）

対象品目 ：水稲（産地面積394㏊）
主な取組主体：農業法人８法人、農業者３名
成果目標 ：輸出向け出荷量の10％以上の増加

基準（H30年度）１２０トン
目標（R５年度）２５２トン

導入施設等 ：生産支援事業（機械リース
（トラクタ７台、田植機５台、

コンバイン５台、水管理システム））

ポイント

取組成果

【事業実施による直接効果】
①リース支援による初期投資の節減効果
②ＩＣＴ農業機械等のリース導入による省力
化とコスト節減効果

【事業実施による間接効果】
①担い手等による作付面積が拡大し、生産
量が増加
②輸出用米の低コスト生産により、競争力
が高まり、出荷量が増加

産地体制

【産地の課題及び取組方向】

稲作の依存度が高い当産地では、高齢化に伴い取組主体らのグループへの委託
希望が増加している中、水田フル活用と需要に見合った米生産に意欲的に取り組
んでいる。今後、新規需要米のうち特に輸出用米に力を入れることにより更なる
経営の安定化と地域水田保全を目指すため、輸出用米の価格競争力を高める生産
コストの低減及び規模拡大に対応する作業の省力化により、輸出用米の出荷量増
加を目指す。

地域における独自の取組

・輸出用米取組者ネットワークによる輸出業者との契約
・輸出用米の中心的担い手法人が国補事業により地域
の輸出用米等の乾燥調製施設と精米施設を整備

〈主な取組〉

省力化・

コスト低
減による
輸出用米
の生産

新潟県
新潟市
秋葉区・江南区・
東区地区

【産地の体質強化に向けた方策】
①担い手が輸出用米等の省力化により作付規模を拡大するために必要なＩＣＴ対応農業
機械のリース導入支援
②担い手が輸出用米等の省力化により作付規模を拡大するために必要な水管理システ
ムのリース導入支援

取組主体 輸出向け出荷量
が15%増加
（達成率14.1%)

取組の概要

120トン

Ｈ30 R5R1

147トン

輸
出
業
者 目標値

252トン

（基準年） （目標年）

実績値(輸出向け出荷量)

機械・水管
理システム
リース

集
荷
業
者

新
・
新
潟
米
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

乾燥調製施設

Ａ法人
精米施設

取組主体が乾燥調製

乾燥調製を委託

仲介団体

（輸出用に精米調整）

（乾燥調製を受託）

新潟市亀田郷農業再生協議会
新潟市秋葉区農業再生協議会

139トン

R2


